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個人情報保護委員会事務局

平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

施策名：特定個人情報の取扱いに関する監視・監督

001 特定個人情報の監視・監督に必要な経費 平成25年度 終了予定なし 1,331 1,331 1,164 

 ・　マイナンバー制度の定着のために
も、セキュリティ対策を徹底し、マイナン
バー制度自体への国民の信頼を獲得するこ
とが重要になる。各機関によるマイナン
バーの適正な取扱いを確保するために、着
実に監視・監督が行われるよう積極的に体
制強化すべき。

・　一者応札となっている案件について
は、要因を分析し、資格要件の緩和や入札
可能性調査の実施といった対策を講じるべ
きである。

事業内容の一部
改善

予算執行に当たっては、引き続き手続きの透
明性・公正性の確保に努める。
マイナンバーの適正な取扱いの徹底のため、
効率的かつ効果的な監視・監督を行うための
体制の強化に努める。

1,176 1,284 109 執行等改善

定期検査や定期報告を通じた行政機関・
地方公共団体に対する監視監督を的確に
行うために必要な経費を要求した。さら
に、AIを活用して監視監督システムを高
度化し、より効率的かつ効果的な監視官
等を行うため、必要な経費を要求した。

マイナンバーの適正な取扱いの確保に必
要な体制を強化するため、平成31年度は4
名の定員新規増員を要求した。さらに、
特定個人情報の適正な取扱いの確保を図
るためのシステムにおけるセキュリティ
確保に関する体制を強化するため、平成
31年度に2名の定員新規増員を要求した。

引き続き競争性が確保されるよう十分な
準備期間の確保や情報提供の拡充を図
り、効率的な調達による予算執行に努め
る。

要求額のうち「新し
い日本のための優先
課題推進枠」148

総務課 一般会計

（項）個人情報保護委員会
　（大事項）個人情報の適
正な
           取扱いの確保に
           必要な経費

個人情
報保護
委員会

- 0001 - - - - - 平成２９年度対象

施策名：特定個人情報保護評価制度の適切な運用

002 特定個人情報保護評価に必要な経費 平成25年度 終了予定なし 33 33 32 

 ・　一者応札となっている案件について
は、要因を分析し、資格要件の緩和や入札
可能性調査の実施といった対策を講じるべ
きである。
ただし、システムの保守等の契約は、事実
上担当できる業者が限定される。このよう
な案件は、競争入札の有効性等を慎重に検
討したうえで、随意契約に切り替え、条件
や価格を交渉した方が有益な場合もあり、
保護評価システムについて、競争入札から
随意契約に切り替え、価格交渉により契約
額の引き下げを実現させたことは評価。

事業内容の一部
改善

予算執行に当たっては、引き続き手続きの透
明性・公正性の確保に努める。
保護評価システムを安定的に稼働し、特定個
人情報保護評価制度の円滑な運用に努める。

103 92 ▲11 執行等改善

引き続き競争性が確保されるよう十分な
準備期間の確保や情報提供の拡充を図
り、効率的な調達による予算執行に努め
る。

要求額のうち「新し
い日本のための優先
課題推進枠」4

総務課 一般会計

（項）個人情報保護委員会
　（大事項）個人情報の適
正な
           取扱いの確保に
           必要な経費

個人情
報保護
委員会

- 0002 - - - - - 平成２９年度対象

施策名：個人情報に関する広報・啓発

003 所掌事務に係る広報・啓発 平成25年度 終了予定なし 55 55 17 

 ・　EUにおいて一般データ保護規則
（GDPR）が施行されたところであるが、対
策が取れている日本企業はまだ少ないので
はないか。日本企業のグローバルな対応を
支援する観点からも、個人データ・プライ
バシー保護に関する国際的な情報について
は、適時適切な情報発信を行うべき。

事業内容の一部
改善

個人情報保護法改正に伴う規則・ガイドライ
ン等について、引き続き制度の周知・徹底を
さらに推進していく。さらに、各国の個人情
報保護制度に関する国際的な動向について
も、国内事業者に対する適時的確な情報提供
の充実に努める。

91 97 6 執行等改善
国内事業者へのGDPR等の海外個人情報保
護法制対応の支援強化を行うため、必要
な経費を要求した。

要求額のうち「新し
い日本のための優先
課題推進枠」70

総務課 一般会計

（項）個人情報保護委員会
　（大事項）個人情報の適
正な
           取扱いの確保に
           必要な経費

個人情
報保護
委員会

- 0003 - - - - - 平成２９年度対象

施策名：個人情報に関する国際協力の推進

004
個人情報の適切な取扱いに関する国際協力に
必要な経費

平成25年度 終了予定なし 153 34 71 

・　日EU間の相互の円滑な個人データ移転
のための枠組みの構築に向けたEUとの調整
が最終段階まで進捗していることは評価。
個人情報の保護を図りつつ、その国際的な
流通が円滑に行われるための環境整備は、
国境を越えた企業活動にとって必要不可欠
である。次の課題はグローバルスタンダー
ドの構築であり、アジア太平洋地域での動
きも参考に、保護と活用のバランスの取れ
た国際的な枠組みの生成・発展へと働きか
けていくべき。そのために、国際的な交渉
などの専門性を有する人材の確保も重要。

・　アメリカにおける個人情報・データ保
護に関するレギュレーションについては、
現状連邦法レベルではなく州法による規制
にゆだねられているが、今後これらの州法
において厳しい規律が課されてくる可能性
もある。アメリカに展開する日本企業が活
動する上でも、アメリカの州法について動
向を注視する必要性が高まってくるのでは
ないか。その点も留意して活動していくべ
き。

・　我が国でサービスを提供する海外事業
者による個人情報の適正な取扱いを確保す
るため、問題発生時に、必要に応じて海外
の関係当局と連携して迅速な対処ができる
よう、引き続き協力関係の構築に努めるべ
き。

事業内容の一部
改善

国際的な協力関係の構築に向けて、各国の執
行当局との間の更なる連携強化を行う。ま
た、国内事業者が世界各国の個人情報保護法
制に対応するにあたり、情報集約・提供等に
よる支援を強化する取組の推進に努める。

164 203 40 執行等改善

国際会議等へ職員を積極的に派遣し、諸
外国執行機関との連携を強化するために
必要な経費を要求した。
また、国際協力体制の構築に向けた体制
整備のため、平成31年度は機構として国
際交渉官（専門スタッフ職）1名等の増員
を要求した。

要求額のうち「新し
い日本のための優先
課題推進枠」82

総務課 一般会計

（項）個人情報保護委員会
　（大事項）個人情報の適
正な
           取扱いの確保に
           必要な経費

個人情
報保護
委員会

- 0003 - - - - - 平成２９年度対象

施策名：個人情報の保護及び利活用に関する施策の推進

005
個人情報の保護及び利活用に関する施策の推
進

平成27年度 終了予定なし 148 148 80 

 ・　認定個人情報保護団体は、各事業分
野での個人情報保護に関する自主的な取組
みを担っており、重要な役割を果たすもの
である。個人情報の保護を図りつつ、利活
用を推進するためには、認定個人情報保護
団体がしっかりとその役割を果たすことが
できるよう、積極的に支援していくべき。

・　一者応札となっている案件について
は、要因を分析し、資格要件の緩和や入札
可能性調査の実施といった対策を講じるべ
きである。

事業内容の一部
改善

予算執行に当たっては、引き続き手続きの透
明性・公正性の確保に努める。
認定個人情報保護団体の活動に係る情報発信
等を行い、取組の活性化の支援に努める。

128 115 ▲12 執行等改善

シンポジウム等を通じた認定個人情報保
護団体の活性化に必要な経費を要求し
た。また、引き続き競争性が確保される
よう十分な準備期間の確保や情報提供の
拡充を図り、効率的な調達による予算執
行に努める。

要求額のうち「新し
い日本のための優先
課題推進枠」43

総務課 一般会計

（項）個人情報保護委員会
　（大事項）個人情報の適
正な
           取扱いの確保に
           必要な経費

個人情
報保護
委員会

- 0004 - - - - - 平成２９年度対象

1,721 1,601 1,366 1,661 1,792 131 

1,506 1,506 1,348 1,758 

3,227 3,107 2,714 3,420 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成30年度の点検の結果、事業を廃止し平成31年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成30年度の点検の結果、見直しが行われ平成31年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、平成30年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し平成31年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

注５．「外部有識者点検対象」欄については、平成30年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２６年度、平成２７年度、平成２８年度又は平成２９年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２６年度対象」、「平成２７年度対象」、「平成２８
年度対象」、「平成２９年度対象」と記載する。なお、平成３０年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２６年度、平成２７年度、平成２８年度又は平成２９年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。

行政事業レビュー対象外　計 一般会計

合　　　　　計 一般会計

行政事業レビュー対象　計 一般会計

平成３０年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３１年度予算概算要求への反映状況調表

平成２９年度レビューシート番号
外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

補助
金等

１つ目 ２つ目 ３つ目

執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額

差引き
反映状況

備　考

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
事業開始

年度
事業終了

(予定)年度
平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

担当部局庁 会計区分 項・事項
反映内容

基金
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平成３０年度新規事業

個人情報保護委員会事務局

３つを超える場合

施策名：個人情報に関する広聴・相談

0001 広聴・相談業務に必要な経費 43 

相談室に寄せられる相談内容は、制度への疑問点等に
関する生の声という、言わば情報の宝庫なのであり、
これを分析することの意義は大きい。蓄積された事例
を多様な観点から分析し、国民からの問い合わせに迅
速かつ的確に対応できるようにするとともに、施策の
見直し等につなげることで、PDCAサイクルをしっかり
回すべき。

55 
要求額のうち「新しい日本のため
の優先課題推進枠」34

総務課 一般会計

（項）個人情報保護委員会
　（大事項）個人情報の適正な
           取扱いの確保に
           必要な経費

個人情
報保護
委員会

新
30

- 0001 - - - - -

43           一般会計

３つ目

合　　　　　計

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
当初予算額

行政事業レビュー推進チームの所見
（概要）

平成３１年度
要求額

備　　考 担当部局庁 会計区分 項・事項
平成２９年度レビューシート番号 委託

調査
補助
金等

基金

１つ目 ２つ目
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